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研究成果の概要（和文）：英国都市部のホームレスへの社会的包摂を課題にして、社会的企業の事業評価枠組みの研究
を行った。ＳＲＯＩ(社会的投資収益率）の効果性を検証したが、データやモニタリングのシステムが欠如し、外部の
専門家に評価を依頼する傾向が分かった。一方、社会的企業自身は質的評価手法を採用するとこもろあり、評価手法は
画一的ではない点を確認できた。質的評価としては、アウトカムスターを検討した。社会的企業がもたらすインパクト
を金銭的価値で表示するには限界があり、社会関係性、ソーシャルキャピタル、地域経済や環境等の視点から評価し、
個別の社会的企業で量的および質的評価法の組み合わせが有効になるとの結論を得た

研究成果の概要（英文）：Pertaining to social inclusion for the homeless in the British urban areas, we con
ducted a survey of the evaluation framework which can grasp the outcome. As for the effectiveness of Socia
l Return on Investment, it is open to a question. In our research, data and system of monitoring tend to b
e lacking, and being complicated in workout. For these reasons, there is a tendency to request evaluation 
work from external specialists. On the other hand, local social enterprises tend to adopt the qualitative 
method. Being this case, we examined Outcome Star, a qualitative evaluation. In the final analysis, there 
is a limitation to display the outcome by a monetary value, and it holds good to evaluate from viewpoints,
 such as social relationship, social capital, local economy and environment. In a nutshell, an attempt to 
combine quantitative and qualitative appraisal focused on an individual organization come out more effecti
ve.
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１．研究開始当初の背景 
（１）社会的企業の研究が注目される背景に
は、公共政策における「政府の失敗」と「市
場の失敗」により、新たな社会的組織こそが
地域内での複雑かつ多様な生活問題を解決
できるという事情がある。１９９０年代以降、
政府の役割や市場原理だけでなく、「市民社
会」ないしはサードセクターの果たす役割が
重視され、その担い手として社会的企業
(social enterprise)の存在が注目されてい
る。ただし社会的企業の注目すべき事例が紹
介されるものの、客観的なアセスメントはあ
まりみられなかった。アセスメント手法とし
ては、社会的企業の財務上のリターンに関す
る方法が知られているが、社会的企業活動が
地域や社会にどのような貢献をしているの
かを把握できるアセスメント手法が求めら
れてきた。 
（２）社会的企業活動の評価主体は中間支援
組織などが想定される。評価の作業では、地
域において社会的価値を立証し、それを住民
に明示できるように、社会的企業やその対象
者も評価の議論に参加できることが条件と
なる。そこから社会的価値またはコミュニテ
ィの利益が地域で根づくように、事業計画の
段階で配慮する必要がある。マクロ的視点か
らは、政府や行政が支出を削減しているが、
公共サービスのアウトソーシングを進める
意図や、資金節減で社会的企業を活用しよう
とする政策的なねらいにも留意する必要が
ある。 
 
２．研究の目的 
（１）本研究の目的は、都市部のホームレス
への社会的包摂を研究課題にして、社会的企
業活動がどのような効果を発揮できている
かを把握する評価枠組みを検討することで
ある。内閣府サードセクター室が推奨する
Social Return on Investment（社会的投資
収益率:ＳＲＯＩ）を通して、英国の社会的
企業活動を評価し、財務上の収益率だけでな
く、社会や地域への貢献度を把握できる質的
な評価枠組みの開発を研究課題としている。 
（２）英国では、公共サービス（社会的価値）
法が施行されており、地方自治体が提供する
公共サービスの入札において、価格やサービ
スの質だけでなく「社会的な影響」も考慮す
べきことを意識しながら、社会的企業が入札
に入る環境を調査することとした。政府は
「供給する権」の考え方を取り入れることで、
公共セクターの現場職員が共済組織をつく
るなど、サービス供給を継承しているが、こ
のスピンアウトした新しいサービスの創造
も調査目的とした。さらには、自治体や地域
コミュニティへの分権を進める「ローカリズ
ム法」が「コミュニティの権利」を推し進め
ていることに鑑み、社会的企業のミッション
とローカリズム法との関係も考察すること
とした。 
 

３．研究の方法 
本研究は、２０１１年度から３年間にわたっ
て、英国のホームレス支援における社会的企
業活動の効果性を把握するために、内閣府、
ヤング財団や社会的企業のマネジャー、行政
関係者等のインタビュー調査と観察調査、資
料分析などを行った。２０１１年度には、主
として情報収集と予備調査、２０１２年度に
は、本調査(対象はロンドン・ハックニー区
やロンドンの社会的企業)を行った。そして
２０１３年度には、得られた情報を分析し、
またシェフィールド・ハラム大学ビジネスス
クールのリドリー・ダフ氏を招聘して、国際
シンポジウムを開催し、意見交換を行った。 
 
４．研究成果 

（１）直線論理モデル ＳＲＯＩの検討 

評価枠組みには直線論理モデルと非直線論
理モデルがあり、それぞれが長所と短所を持
っている。直線論理モデルは社会的な事業に
費用対効果の視点を取り入れ、問題解決に対
して明確な会計責任(アカウンタビリティ)
や事業達成(パフォーマンス)の評価を組み
込むものである。ＳＲＯＩは直線論理モデル
の代表で、非営利セクター、政府、資金提供
者、投資家等から関心を呼んでいる。内閣府
のヒアリングでは、ＳＲＯＩは、第一に、社
会的企業活動によって創り出された社会
的・環境的・経済的な価値を表示でき、第二
に、好ましい変化を最大化し、負のアウトカ
ムを制御し、第三に、社会的企業組織やスタ
ッフの働きを再検討でき、ステークホルダー
との関わり方を改善でき、第四に、より質の
高い情報を集める手段を見出せるというこ
とであった。一方、ヤング財団サイモン・タ
ッカー氏(当時ＣＥＯ)のヒアリングからは、
ＳＲＯＩはデータやモニタリングのシステ
ムが欠如することがあり、複雑な作業でもあ
るため、外部の専門家に評価を依頼する傾向
があることが分かった。 
 
ＳＲＯＩのメリットとデメリット 
メリット デメリット 
・社会的価値を金銭的
価値に結びつけて説
明しているのは、ステ
ークホルダーにわか
りやすい。 
・業務委託を増やし、
投資家からの融資を
呼び込める。 
・一貫性があり、共有
可能な原則がステー
クホルダーとのコミ
ュニケーションを円
滑なものにする。 

・アウトカムを金銭化
するため、その妥当性
には無理がある。 
・データやモニタリン
グのシステムが欠如
しており、また複雑な
作業であるために、外
部の専門家に評価を
依頼することになる。 
・生じた社会的変化へ
の分析は不十分にな
りがちとなる。 
・アウトカムがどの程
度低下するのかとい
う低下率の算出は難
しい。 
・社会的価値の測定が



容易な分野、またはそ
の判断に異論がない
分野にミッションが
流れる可能性がある。 

 
（２）非直線論理モデル アウトカムスター
の検討 
アウトカムスターはホームレス向けにデザ
インされた評価手法である。これは、セルフ
ケア、精神的・身体的な健康、薬の服用、時
間の有効な使い方、違法行為などの生活面の
行為を視野に入れて、クライエントとの対話
型ツールになっており、その点検は繰り返し
行われる。調査では１０の領域が設けられて
おり、対象者の現状を本人にイメージさせる
ために、視覚的な「星」型のチャートを作成
している。スケールを決めるために、キーワ
ーカーとクライエントが共同作業を行い、段
階別に６つの作業を設定している。アウトカ
ムスターはクライエントの生活実態をより
正確に把握できる手づくり型の測定法であ
ることから、カウンセリングに使用できる実
用的なものとなっている。このような質的な
評価法は日本では未開発で、非常に参考にな
る。 
 
アウトカムスターの段階別 6つの作業 
第 1 段階 アウトカムスターのプレビューを
行う(利点、ツール、サポート提供などを説明
している)。 
第 2 段階 アウトカムスターの使い方につい
てスタッフの研修を行う。 
第 3 段階 現在のサービス提供、政策、手続
き、記録制度をレビューし、次にアウトカム
スターの工程を検証する。 
第 4 段階 サービス利用者に変化をもたらす
介入と、さらなる介入が必要となる事項を検
証する。 
第 5 段階 コンサルテーション・レスポンス
の分析。 
第 6 段階 変化をもたらす介入とさらなる介
入が必要な事項を再度検証する。 
 
（３）ビッグイシュー日本によるホームレス
包括的アセスメントシート 
これはアメリカのホームレス支援団体が開
発したフォーマットに基づいて、日本の実情
に合わせて訳語や表現を修正したもので、ア
セスメント項目は「住居」「住宅」「就労・就
学」「制度活用」「身体的健康」「精神保健」「ア
ルコール等薬物使用」の６分野である。各分
野の状態を７段階に分け、最も当てはまる段
階を選んで数字に○を付けるだけで完了す
る。生物心理社会的な側面を包括的にカバー
している点と、記入やレビューの簡便さが、
ホームレス支援現場における使用に適して
いる。雑誌ビッグイシュー販売を希望するホ
ームレスは、福祉への拒否感を持っており、
働いて自活するという意欲が絡み合って販
売者間の力関係に影響することが分かった。 

 

（４）得られた知見 

社会的価値やコミュニティの利益を検証す
る方法について、明確で客観的な基準を設け
ることが重要である。ただし、安易に社会的
価値を測定できるツールを求めたり、開発す
ることは不可能であり、それは望ましいこと
ではない。また、社会的価値は金銭的価値の
形態だけでは表示できない。インパクトの範
囲としては、住民と組織の地域関係、ソーシ
ャルキャピタルと社会的連帯の構築、地域経
済への貢献や環境へのインパクトを検証す
る必要がある。評価の主体としては、中間支
援組織などが想定され、その作業では、地域
において社会的価値を立証し、それを住民に
明示できるように、社会的企業はマルチステ
ークホルダー・ガバナンスを通して評価の議
論に当事者を参加させることが重要である。 
なお、本研究の成果物として、『社会的企業
―もう一つの経済―』法律文化社を 2014 年
9月に出版する予定である。 
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